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別府市竹産業販路拡大及び開拓支援事業補助金交付要綱  

 

制定 令和３年 ３月３１日  

別府市告示第１５５号  

改正 令和６年 ３月２７日  

別府市告示第１１３号  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、竹産業において生産する製品の販路の拡大及び開拓

（以下「製品販路拡大等」という。）のための事業を実施する小規模事業

者に対し、別府市竹産業販路拡大及び開拓支援事業補助金（以下「補助

金」という。）を予算の範囲内で交付することに関し、別府市補助金等交

付規則（平成２年別府市規則第５０号）に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。  

 (1) 竹産業 製竹業及び製造業、卸売業、小売業等で竹に関するもの並

びにつげ工芸をいう。  

 (2) 小規模事業者 常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサー

ビス業を主たる事業とする事業者については、５人）以下の会社及

び個人をいう。 

 （補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、

次の各号に掲げる要件のいずれも満たす小規模事業者とする。  

 (1) 竹産業に属していること。  

 (2) 市内に主たる事業所を有すること。  

 (3) 個人にあっては、市内に住所を有すること。  

 (4) 市税を完納していること。 

 (5) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴
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力団員」という。）又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団

員と密接な関係を有する者でないこと。 

 (6) 第７条に規定する申請の日が属する年度において、補助金の交付を

受けていないこと。  

 （補助事業）  

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、

次の各号に掲げる事業のいずれか一の事業とする。  

 (1) 製品販路拡大等のために、国内の展示会、小売店等において、出店

又は宣伝をする事業及び国内の公募展等に出品を行う事業  

 (2) 製品販路拡大等のために、国外の展示会、小売店等において、出店

又は宣伝をする事業及び国外の公募展等に出品を行う事業  

 (3) 製品販路拡大等のために、インターネットを活用する事業  

 （補助対象経費）  

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、補助事業の実施に直接必要な経費（消費税相当額を除く。）とする。

ただし、次に掲げる経費は除くものとする。  

 (1) 補助対象者において常時使用する従業員に対する賃金  

 (2) 懇親会等の飲食に係る経費  

 (3) 補助金以外の国、県、市等の金銭による補助の対象となっている経

費  

 (4) その他市長が不適当と認めるもの  

 （補助金の額）  

第６条 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額

に千円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）とする。た

だし、次の各号に掲げる補助事業の区分に応じ、当該各号に含める額を

上限額とする。  

 (1) 第４条第１号に掲げる事業 １０万円  

 (2) 第４条第２号に掲げる事業 ３０万円  

 (3) 第４条第３号に掲げる事業 ２０万円  

 （補助金の交付申請）  

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、
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別府市竹産業販路拡大及び開拓支援事業補助金交付申請書（様式第１号）

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

 (1) 事業計画書（様式第２号）  

 (2) 収支予算書（様式第３号）  

 (3) 誓約書（様式第４号）  

 (4) 補助事業の内容を確認できる書類  

 (5) 事業所が存在していることを証明できる書類  

 (6) 市税を完納していることを証明できる書類  

 (7) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  

 （補助金の交付決定）  

第８条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査の

上、補助金交付の可否を決定し、別府市竹産業販路拡大及び開拓支援事

業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第５号）により申請者に通知

するものとする。  

２ 市長は、前項に規定する補助金交付の可否の決定において、必要があ

ると認めるときは、専門的知識を有する者の意見を聴くものとする。  

 （変更等の申請）  

第９条 前条第１項の規定により交付決定を受けた申請者（以下「補助事

業者」という。）は、第７条に規定する申請の内容を変更し、又は補助事

業を中止し、若しくは廃止しようとするときは、別府市竹産業販路拡大

及び開拓支援事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書（様式第６号）

に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、補助金

の交付決定額の変更を伴わないときは、この限りでない。  

 （変更等の承認の決定）  

第１０条 市長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査

の上、変更等の承認の可否を決定し、別府市竹産業販路拡大及び開拓支

援事業補助金変更（中止・廃止）承認（不承認）決定通知書（様式第７

号）により補助事業者に通知するものとする。  

 （実績報告）  

第１１条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その日の翌日から

起算して３０日を経過する日又は補助金の交付決定のあった日の属する
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年度の末日のいずれか早い期日までに、別府市竹産業販路拡大及び開拓

支援事業補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。  

 (1) 収支決算書（様式第９号）  

 (2) 補助事業に係る支払が確認できる書類の写し  

 (3) 補助事業の実施内容が確認できる書類  

 (4) その他市長が必要と認める書類  

 （補助金の額の確定）  

第１２条 市長は、前条に規定する実績報告があった場合は、その内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、別府市竹産業販路

拡大及び開拓支援事業補助金交付額確定通知書（様式第１０号）により

補助事業者に通知するものとする。  

 （補助金の交付請求）  

第１３条 前条の規定により補助金の額の確定の通知を受けた補助事業者

は、補助金の交付を請求するときは、別府市竹産業販路拡大及び開拓支

援事業補助金交付請求書（様式第１１号）を市長に提出しなければなら

ない。  

 （交付決定の取消し等）  

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合

において、当該取消しの部分について、既に補助金が交付されていると

きは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。  

 (1) 補助金を他の用途に使用したとき。  

 (2) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。  

 (3) 補助金の交付の条件に違反したとき。  

 (4) その他別府市補助金等交付規則又はこの要綱の規定に違反したと

き。  

 （書類の整備）  

第１５条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類

及び帳簿を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度から５年間こ

れを保管しなければならない。  



 5

 （その他）  

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は、市長が別に定める。  

   附 則（令和３年３月３１日別府市告示第１５５号）  

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

   附 則（令和６年３月２７日別府市告示第１１３号）  

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 

 



 

 


